
注記事項
(貸借対照表関係)

前事業年度末 当事業年度末

平成17年3月31日現在 平成18年3月31日現在

※１ ※１

　(イ)担保に供している資産
建物 132,591 千円 
構築物 3,158 千円 
土地 525,317 千円 
投資有価証券 11,661 千円 

計 672,728 千円 

　(ロ)上記に対応する債務
１年以内返済予定長期借入金 42,844 千円 
長期借入金 185,750 千円 

計 228,594 千円 

※２関係会社に対する主な資産・負債 ※２関係会社に対する主な資産・負債

受取手形 33,825 千円 受取手形 59,400 千円 
売掛金 674,549 千円 売掛金 526,440 千円 
未収入金 3,116,595 千円 未収入金 3,506,863 千円 
買掛金 1,672,991 千円 買掛金 2,248,286 千円 
未払金 16,760 千円 未払金 118,665 千円 

※３会社が発行する株式の総数 ※３会社が発行する株式の総数
      普通株式 31,600,000 株      普通株式 31,600,000 株
発行済株式の総数 発行済株式の総数
      普通株式 16,745,320 株      普通株式 17,687,320 株

※４自己株式の保有数 ※４自己株式の保有数
      普通株式 712,000 株      普通株式 549,600 株

５ 保証債務 ５ 保証債務

MEIKO ELEC. HONG KONG CO., LTD. 3,487,900 千円 名幸電子香港有限公司 4,906,669 千円 
（  32,500千USD ) （  41,766千USD ）

６ 配当制限 ６ 配当制限

(損益計算書関係)

前事業年度 当事業年度
自　平成16年４月１日 自　平成17年４月１日
至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

※１ ※１

(1) 売上高 1,370,928 千円 (1) 売上高 1,644,454 千円 
(2) 製品製造原価 15,199,640 千円 (2) 製品製造原価 20,148,391 千円 
(3) 受取利息 152,057 千円 (3) 受取利息 108,515 千円 
(4) 受取配当金 7,500 千円 (4) 受取配当金 7,500 千円 
(5) 経営指導料 14,400 千円 (5) 経営指導料 8,400 千円 
(6) 技術指導料 193,048 千円 (6) 技術指導料 153,012 千円 
(7) 仕入割引 1,193 千円 (7) 仕入割引 993 千円 

※２ ※２

一般管理費 183,460 千円 一般管理費 170,597 千円 
当期製造費用 296,196 千円 当期製造費用 145,556 千円 

計 479,657 千円 計 316,153 千円 

※３ ※３

車両運搬具 824 千円 機械装置 2,203 千円 

※４ ※４
建物 55 千円 建物 987 千円 
機械装置 13,955 千円 機械装置 39,401 千円 
工具器具備品 11,095 千円 車両運搬具 427 千円 

計 25,107 千円 工具器具備品 6,934 千円 
計 47,751 千円 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
は、次のとおりであります。

固定資産の売却損の内訳は次のとおりであります。

固定資産の除却損の内訳は次のとおりであります。

　区分掲記した科目以外で各科目に含まれているも
のは次のとおりであります。

関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま
す。

　商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、
95,011千円であります。

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のと
おり債務保証を行っております。

担保に供している資産及びこれに対応する債務は次の
とおりであります。

　区分掲記した科目以外で各科目に含まれているも
のは次のとおりであります。

関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま
す。

　商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、
43,807千円であります。

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のと
おり債務保証を行っております。

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
は、次のとおりであります。

固定資産の売却益の内訳は次のとおりであります。

固定資産の除却損の内訳は次のとおりであります。
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(リース取引関係)

前事業年度 当事業年度
自　平成16年４月１日 自　平成17年４月１日
至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

(借主側) (借主側)
(1) (1)

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

相当額 累計額 相当額 相当額 累計額 相当額

相当額 相当額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

機械装置 1,355,102 731,525 623,576 機械装置 865,608 385,764 479,843 

工具器具備品 131,272 32,437 98,834 工具器具備品 107,130 32,619 74,510 

ソフトウェア 14,332 10,297 4,035 ソフトウェア 5,020 3,095 1,924 

合計 1,500,706 774,260 726,446 合計 977,759 421,480 556,278 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 １年内

１年超 １年超

合計 合計

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 支払リース料

減価償却費相当額 減価償却費相当額

支払利息相当額 支払利息相当額

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

(税効果会計関係)

前事業年度 当事業年度
自　平成16年４月１日 自　平成17年４月１日
至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
　(繰延税金資産) 　(繰延税金資産)
賞与引当金損金算入限度超過額 109,310 千円 賞与引当金損金算入限度超過額 120,945 千円 
退職給付引当金損金算入限度超過額 185,747 千円 退職給付引当金損金算入限度超過額 208,880 千円 
ゴルフ会員権評価損 52,238 千円 ゴルフ会員権評価損 54,108 千円 
未払事業税否認額 26,050 千円 未払事業税否認額 81,018 千円 
貸倒引当金繰入限度超過額 49,146 千円 貸倒引当金繰入限度超過額 128,534 千円 
特許権償却超過額 32,808 千円 特許権償却超過額 20,108 千円 
自社株購入手数料 793 千円 自社株購入手数料 612 千円 
繰延資産償却超過額 4,064 千円 未払費用 52,832 千円 
繰延税金資産合計 460,158 千円 未払寄付金 5,140 千円 

　(繰延税金負債) 投資有価証券評価損否認 46,939 千円 
その他有価証券評価差額金 △ 29,992 千円 繰延資産償却超過額 2,438 千円 
繰延税金資産の純額 430,166 千円 繰延税金資産合計 721,557 千円 

　(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △ 65,048 千円 

繰延税金資産の純額 656,509 千円 

２ ２

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相
当額

183,854 千円 

381,951 千円 

189,455 千円 

537,578 千円 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相
当額

565,805 千円 

223,151 千円 

203,562 千円 

284,888 千円 

268,502 千円 

727,034 千円 

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ
ております。

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相
当額とし、各期への配分方法については利息法によっておりま
す。

27,839 千円 

　同左

  同左

　法定実効税率と税効果会計の法人税等の負担率との差異が法定
実効税率の百分の五以下であるため注記を省略しております。

19,221 千円 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因と
なった主な項目の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因と
なった主な項目の内訳

　法定実効税率と税効果会計の法人税等の負担率との差異が法定
実効税率の百分の五以下であるため注記を省略しております。
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(１株当たり情報)

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

775,357 千円 

利益処分による役員賞与金 30,000 千円 35,000 千円 

普通株式に係る当期純利益 745,357 千円 

普通株式の期中平均株式数 15,572,987 株 

普通株式増加数 新株引受権 97,472 株 新株引受権 33,966 株 

７．役員の異動

　(平成18年６月29日付予定)

１、新任取締役候補

取締役 鈴木　紘一

２、新任監査役候補

監査役 菅原　邦宏

３、退任予定監査役

常勤監査役 笹嶋　晴雄

(注)新任監査役候補の菅原邦宏氏は社外監査役の要件を満たしております。

項目

前事業年度 当事業年度

自　平成16年４月１日 自　平成17年４月１日

至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

１株当たり純資産額     748円31銭       1,338円02銭    

１株当たり当期純利益

  76円13銭   47円56銭

   47円86銭   76円29銭

項目
前事業年度 当事業年度

自　平成16年４月１日 自　平成17年４月１日
至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

1,273,932 千円 

16,239,653 株 

1,238,932 千円 

当期純利益

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
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